
あおもり高齢者すこやか自立プラン２０２４素案概要

令和５年１２月２７日

計画期間：2024 2026年度（令和８年度）

資料２

令和５年１２月

第３回すこやか協議会





○ 20条の９第
1 118条）、

118条第2項第2号及び
第3号）を一体的に策定するものです。

○介護保険の保険者は市町村であることから、各市町村におい
て介護保険事業計画を策定しており、本プランでは主に市町村
の取組を支援する内容を記載しています。

Ⅰ はじめに
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Ⅱ 総論
１ プランの基本理念・基本目標

【基本理念】

【基本施策】

【基本目標】

従来の介護事業者への指導・監督に加え、非
常災害・感染症対策等の注意喚起を行うととも
に良質なサービスを提供する事業者を支援

制度の持続性を維持するため、保険者機能を
発揮し、介護給付の適正化を推進

生活習慣の改善など健康寿命の延伸に向け、
市町村と連携し、健康づくりや高齢者の保健事
業と介護予防の一体的実施などの取組を推進

高齢者が地域社会の担い手としていきいきと活
躍できる社会づくりを目指し、就業やボランティ
アといった活躍の場の拡充とつどいの場などの
コミュニティの活性化を推進

介護予防とともに地域での支え合い（互助）を
ベースとした地域共生社会や意思決定支援（成
年後見・ACP）の取組を推進

認知症基本法、認知症施策推進大綱に基づ
き、本人及びその家族を支援する取組や認知
症に関する正しい知識の普及啓発を推進

地域医療構想における入院医療から在宅医
療・介護への対応の方針を踏まえ、看取りを含
む提供体制の整備を推進

介護事業者の健全な発展

未来志向の介護保険財政の運営

均衡ある介護保険制
度の安定運営を実現
する青森県

高齢者に必要なケア
が効果的かつ持続的
に提供される青森県

豊かな生活を叶える自立と健康

生きがいを感じる居場所づくり

支え合い共に生きる地域づくり

高齢者がコミュニティ
の一員として支え、支
えられる地域の輪が
根付いた青森県

持続的な介護サービス提供や介護サービスの
質向上のため、介護人材確保や介護現場の生
産性向上のための取組を推進

市町村の介護保険事業計画における動向を踏
まえ、地域密着型サービスを中心に介護保険
サービス見込量を推計

認知症の人が尊厳と希望を持って
暮らせる環境づくり

本人主体のケアの確立と実践

ケアの担い手確保と質の向上

介護保険サービス等の基盤整備

全ての高齢者が生きがいを持って健康に暮らせる持続可能な地域社会の実現

各論の各章に対応
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２ 本県の高齢者の現状
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85歳以上人口：112,925人

○人口構造
65歳以上人口は、2025年をピークに減少に転じる見込みです。細分化して見ると、85

歳以上人口は2040年まで増加し続ける見込みとなっています。一方で生産年齢人口は減
少し続け、2045年に生産年齢人口の割合が65歳以上人口の割合を下回る見込みとなって
います。
また、65歳以上の割合は一貫して上昇し続ける見込みとなっています。

人口構成の推移と今後の見通し

65歳以上人口（第１号被保険者）構成の推移と今後の見通し

（資料）2020年までは国勢調査、2025年以降は国立社会保障・人口問題研究所推計

逆転
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○要支援・要介護認定者の状況
要支援・要介護認定率の推移
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本県の要支援・要
介護認定率は全国を
下回る一方、要介護
３以上の認定率は全
国を上回っています。

要支援・要介護認定者数の推移

（資料）「介護保険事業状況報告」（各年度９月分）

％

要支援・要介護認定
者数は増加傾向にあり、
2024年度以降も増加
する見込みとなってい
ます。

（資料）2023度までは「介護保険事業状況報告」（各年度９月分）
2024年度以降は地域包括ケア「見える化」システムの推計

○高齢者世帯の状況
高齢者のみの世帯（高齢単身世帯、高齢夫婦世帯）数は増加傾向にあり、本県の高齢

者のみの世帯の割合は全国以上に増加し、特に高齢単身世帯が増加し続ける見込みと
なっています。
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（資料）2020年までは国勢調査、2025年以降は国立社会保障・人口問題研究所推計

％

6,156 6,166 6,490 6,500 6,843 6,876 6,930 6,967 7,258 7,325 

7,497 7,572 7,554 7,474 7,400 7,381 7,402 7,441 7,723 7,778 

15,796 15,709 16,004 15,935 15,924 15,836 16,029 16,192 16,915 17,699 

14,985 15,099 15,366 15,408 15,169 15,424 15,592 15,765 16,439 17,354 

10,794 10,866 10,792 10,943 10,784 10,903 11,008 11,112 
11,560 

12,410 
10,713 10,963 11,187 11,155 11,320 11,367 11,531 11,655 

12,111 
13,043 

8,661 8,516 8,269 8,463 8,153 8,254 8,325 8,400 
8,722 

9,369 74,602 74,891 75,662 75,878 75,593 76,041 76,817 77,532 
80,728 

84,978 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2030年度 2040年度

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

人

-4-



３ 介護サービスの状況

121,373 

165,869 

284,583 280,247 

105,916 

153,613 

292,454 286,962 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

青森県 全国

介護サービス累計別利用者数の推移（各年度７月現在）

44,136 44,218 45,411 45,400 45,277 

10,336 10,371 10,352 10,477 10,409 
1,118 1,120 1,168 1,181 1,188 
11,438 11,583 11,504 11,450 11,198 

67,028 67,292 68,435 68,508 68,072 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

居宅サービス 地域密着型サービス（特養以外）

地域密着型特別養護老人ホーム 施設サービス

約67％

介護サービス累計別介護給付費の推移（各年度７月）

人

円

（資料）「介護保険事業状況報告」

全国と比較すると、
居宅サービス、地域密
着型サービス（特養以
外）で本県の費用が上
回っています。

介護サービス累計別利用者１人当たり介護給付費（2023年７月現在）
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百万円

本県の2023年7月現
在の介護サービス及び
介護予防サービス利用
者は、68,072人となっ
ています。サービス利
用者のうち、約67％が
訪問介護、通所介護な
どの居宅サービスを利
用しています。

本県の2023年7月の
介護給付費は、約108
億円9500万円となって
おり、2020年の同時期
よりも約3億9100万円
増となっています。給
付費のうち、約50％が
居宅サービス利用に伴
う費用です。
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Ⅲ 各論

１ 豊かな生活を叶える自立と健康
主な取組

主な達成目標

○健康づくり
・医療保険者が行う特定健康診査・特定保健指導の効率的かつ効果的な実施を支援

○介護予防の推進
・要支援者等の自立支援に向けた「地域ケア個別会議」開催のため、関係専門職との連携体制
構築を支援
・介護予防に関する研修を実施し、地域における介護予防の取組体制を強化
・後期高齢者質問票によるフレイルの現状把握やデータ分析に基づく事業計画の立案等により、
市町村が実施する高齢者の保健事業と介護予防の一体的な取組を支援

２ 生きがいを感じる居場所づくり
主な取組

○多彩な活躍
65歳以上まで働くことができる中小企業の割合を高める

ための取組を実施
・高齢者が生活支援サービスの担い手として活躍するための体制整備

○多様なコミュニティへの参加
・アドバイザー派遣や関係機関との連携体制を構築するための研修実施により、「つどいの場」
の設置・拡充を支援

言語聴覚士の派遣調整を実施
・個々の老人クラブ、県、市町村老人クラブ連合会の活動を支援

指標名 現 状 目 標（2026年度）

後期高齢者の健康診査実施率 23.5％（2021年度） 30%以上

40歳から74歳までの対象者の特定健康診
査実施率 51.4％（2022年度） 70%以上

後期高齢者質問票のＫＤＢシステムへの
入力率 14.4％（2022年度） 増加

主な達成目標

指標名 現 状 目 標（2026年度）

希望者全員が65歳まで働くことができる
中小企業の割合 87.7％（2022年度） 増加

つどいの場の参加率 2.9％（2021年度） 全国平均以上

老人クラブ加入率 6.8％（2021年度） 全国平均以上
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３ 支え合い共に生きる地域づくり
主な取組

○日常の暮らしを支える地域の力
・地域包括支援センターが開催する地域ケア会議に対して、助言を行う専門職を派遣し、地域ケア
会議が多職種連携のもと効果的に開催できるよう支援
・市町村・地域包括支援センター職員を対象とした研修を実施
・研修実施等により、地域に配置された生活支援コーディネーターが地域の高齢者にとって効果的
に活動できるよう支援

４ 認知症の人が尊厳と希望を持って暮らせる環境づくり

主な取組

○本人及びその家族への支援
・関係機関が連携して、認知症患者に対する医療・介護連携体制を整備
・認知症疾患医療センターにおいて、関係機関と連携しながら、認知症疾患に関する鑑別診断、
治療、専門医療相談対応を実施
・医療従事者向けの認知症対応力向上を目的とした研修を実施
・認知症の人に対する地域の見守り体制づくりや連携体制強化を推進
・若年性認知症に関する相談体制整備や若年性認知症の人が就労を継続するための取組を実施

○正しい知識の普及啓発
・認知症の人とその家族を見守り、応援する認知症サポーターを養成し、その活動を促進
・認知症に関する相談窓口の周知や認知症に関する情報を発信
・認知症の人の社会参加を支援

○介護に取り組む家族等への支援
・家族等に対する相談・支援体制強化に向けて市町村を支援
・弁護士、社会福祉士を派遣し、高齢者虐待等の処遇困難事例への対応について市町村を支援

○意思決定支援の拡充
・担い手の育成、体制整備、成年後見制度利用促進などの市町村の取組を支援
・研修実施等により、市町村、中核機関等の職員の資質向上を支援

指標名 現 状 目 標（2026年度）

多職種協働による自立支援型地域ケア会
議を開催する市町村数 12市町村（2022年度） 40市町村

生活支援コーディネーター（第2層：中学
校区単位）を配置する市町村数 14市町村（2022年度） 40市町村

成年後見制度利用促進市町村計画を策定
した市町村数 32市町村（2022年度） 40市町村

主な達成目標

主な達成目標

指標名 現 状 目 標（2026年度）

認知症サポート医数 132人（2022年度） 185人

見守りネットワーク等を構築している市
町村 35市町村（2022年度） 40市町村

認知症サポーター及びキャラバンメイト
数 127,834人（2022年度） 137,000人
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５ 本人主体のケアの確立と実践
主な取組

○適切なケアマネジメントの実施
・介護支援専門員（ケアマネ）が介護サービス利用者の自立に向けたケアマネジメントができる
よう法定外研修を実施

６ ケアの担い手確保と質の向上
主な取組

○介護人材の確保（獲得・定着）
・介護職の理解促進やイメージ向上のため、介護職の仕事の魅力を発信
・新卒者のほか、他産業からの転職者等を含め、多様な人材の参入を促進
・介護職員の賃金改善の推進や介護現場の労働環境改善を支援し、職員の定着を促進
・介護現場において、キャリアアップができる環境を整備
○介護現場の生産性の向上
・介護現場における身体的負担軽減や業務効率化のため、介護ロボットやＩＣＴの導入を支援
・介護職員の身体的負担軽減のため、ノーリフティングケアを推進
・県が策定する取組基本指針に基づき、生産性向上の必要性や具体的取組を県内の介護事業者に
普及・啓発するとともに、生産性向上に取り組む事業者を支援

○切れ目のない医療・介護サービスの提供体制の確保
・在宅医療と介護を一体的に提供できるよう、医療・介護を必要とする高齢者に対する相談窓口

・介護サービス提供体制の充実・強化のため、介護施設整備や介護従事者の確保（獲得・定着）
のための取組を実施

○在宅で生ききるためのケアの拡充
・在宅医療を担う機関の拡充を図るとともに、医療、介護の連携による医療提供体制を強化
・関係機関が連携し、自宅や介護施設等の患者や家族が望む場所での看取りを行うための体制づ
くりを推進

○介護現場を担う専門職
・介護福祉士等修学資金や再就職準備金制度により、介護福祉士の資格取得及び潜在的有資格者
の再就職を支援
・研修、マッチングと一体的な職場体験等を実施し、福祉・介護分野への再就職を促進

主な達成目標

指標名 現 状 目 標（2026年度）

介護支援専門員を対象とした法定外研修
の受講者数 930人（2023年度） 1,200人

看取り加算やターミナルケア加算を算定
している事業所数 155施設（2023年度） 182施設

指標名 現 状 目 標（2026年度）

1.8%（2022年度） 全国平均以上

ノーリフティングケアを実践している
事業所割合

特別養護老人ホーム67.9%、介護
老人保健施設37.0%、グループ
ホーム26.0%（2023年度）

80%

介護事業所に勤務する介護職員数のう
ち介護福祉士の割合 59.8％（2021年度） 増加

主な達成目標
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７ 介護サービス等の基盤整備と見込量
主な取組

○在宅サービス（居宅サービス・地域密着型サービス）
・地域密着型サービスの施設整備を支援するなど、サービス提供体制の充実が図られるよう市町村
を支援

８ 介護事業者の健全な発展
主な取組

○介護サービス事業所の指導・監督
・介護サービス事業所における高齢者への虐待防止、適切な介護サービス提供や介護報酬算
定、請求を目的として、介護サービス事業者への集団指導や実地指導を実施
・利用者及びその家族からの苦情相談に対する適切な対応

・事業所情報の公表により、「見える化」を推進
・利用者へのサービス提供、職員の育成等に関する好事例の取組を他事業者へ展開

○施設サービス
・地域密着型サービスを中心として、特別養護老人ホーム等の整備を支援
○多様な高齢者向け住まい
・適切なサービス提供が行われるよう、養護老人ホームに対して入所措置を行う市町村や軽費老
人ホームを運営する社会福祉法人を支援
・有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向け住宅の入居者に対して、適切なサービスが実施さ
れるよう適切な運営を指導

※計画期間中の介護サービス等の見込量を記載

９ 未来志向の介護保険財政の運営
主な取組

○介護給付の動向
・介護保険料上昇の抑制のため、介護予防の取組や介護給付の適正化を推進
・市町村職員担当者の資質向上のため、介護給付適正化に関する研修を実施
・市町村に介護支援専門員をアドバイザーとして派遣し、「ケアプラン点検」を効果的に実
施できるよう市町村を支援

○低所得者の負担軽減
・集団指導等を活用して、低所得者を対象とする利用者負担軽減制度事業実施を推進

指標名 現 状 目 標（2026年度）

利用者等から介護サービス事業所等の介
護報酬請求等に関する苦情があった場合
の実地指導等の対応

100％（2022年度） 100％

主な達成目標

主な達成目標

指標名 現 状 目 標（2026年度）

介護給付適正化の主要３事業（①要介護認定
の適正化、②ケアプラン点検、③縦覧点検・
医療情報との突合）全てを実施する市町村数

34市町村（2021年度） 40市町村
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